
 

－1－ 

 

2018年３月 16日 

各位 

会 社 名  日 総 工 産 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長  清水  竜一 

 （コード番号：6569 東証一部） 

問合せ先 取締役管理本部長  松尾  伸一 

（ T E L  0 4 5－ 5 1 4－ 4 3 2 3） 

 

東京証券取引所市場第一部への上場に伴う当社決算情報等のお知らせ 

 

 当社は、本日、2018年３月16日に東京証券取引所市場第一部に上場いたしました。今後とも、

なお一層のご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 なお、2018年３月期（2017年４月１日～2018年３月31日）における当社グループの業績予想

は以下のとおりであり、また、最近の決算情報等につきましては別紙のとおりであります。 

 

【連結】                              （単位：千円・％） 

 

決算期 

 

 

項目 

2018年3月期 

（予想） 

2018年3月期 

第３四半期累計期間 

（実績） 

2017年3月期 

（実績） 

 対 売 上

高 比 率 

対 前 期 

増 減 率 

 対 売 上

高 比 率 

 対 売 上

高 比 率 

売 上 高 58,923,866 100.0 10.1 43,687,352 100.0 53,533,200 100.0 

営 業 利 益 1,669,344 2.8 94.0 1,403,700 3.2 860,287 1.6 

経 常 利 益 1,667,789 2.8 100.1 1,412,639 3.2 833,389 1.6 

親会社株主に帰属する 

当期（四半期）純利益 
1,061,767 1.8 116.2 901,145 2.1 491,113 0.9 

1 株 当 た り 当 期 

（ 四 半 期 ） 純 利 益 
158円 86 銭 135円 92 銭 74円 7 銭 

1 株 当 た り 配 当 金 未定 － 
445円 

（22円25銭） 

（注）１．2017年度３月期（実績）及び2018年３月期第３四半期累計期間（実績）の１株当たり当期（四半期）

純利益は期中平均発行済株式数により算出しております。2018年３月期（予想）の１株当たり当期純

利益は公募による新株式発行予定数株式数1,150,000株を考慮した予定期中平均発行株式数により算

出し、オーバーアロットメントによる売出しに関する第三者割当増資分（最大109,500株）を考慮して

おりません。 

２．2017年10月16日付で普通株式１株につき、10株の割合で株式分割を行い、また2018年２月１日付で普

通株式１株につき、２株の割合で株式分割を行っております。上記では、2017年３月期（実績）の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期（四半期）純利益を算出しております。 

なお、１株当たり配当金については、2017年３月期（実績）の期首に当該株式分割が行なわれたと仮定

して算出した場合の数値を参考までに（ ）内記載しております。 
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【2018年３月期業績予想の前提条件】 

１．当社グループ全体の見通し 

当社グループは、当社、連結子会社３社（日総ブレイン株式会社、日総ぴゅあ株式会社

日総ニフティ株式会社）及び持分法適用関連会社１社で構成されており、事業は、「総合

人材サービス事業」及び「その他の事業」に区分しております。 

「総合人材サービス事業」では、日総工産株式会社は製造系人材サービス事業、日総ブレ

イン株式会社は事務系人材サービス事業、日総ぴゅあ株式会社は日総工産株式会社の特例

子会社として、障がい者雇用を促進しております。また、「その他の事業」では、日総ニ

フティ株式会社は介護・福祉事業を営んでおります。 

2018年３月期における我が国の経済は、海外経済の緩やかな成長に伴い、輸出が増加基

調にある中で企業の生産活動や設備投資が順調に推移し、緩やかな回復基調で推移いたし

ました。海外経済においては米国政権運営の動向や中国経済の減速傾向など、依然として

不透明な状況が続いております。一方、国内の雇用環境の改善が進む中、さまざまな業界

で就業者不足という状況が続いております。このような環境の中、当社では、輸出の増加

などにより生産状況が好調に推移した輸送機器メーカーや電子部品メーカーなどの

重要顧客を中心とした営業活動を進めてまいりました。また就業者の確保に対しては、ＷＥＢ

媒体の活用をはじめとした効率の良い採用活動を展開し、この採用した人員を重要顧客に

積極的に配置を行うことによる売上拡大を図ってまいりました。販売費および一般管理費

では、業務の効率化などにより残業時間や活動費用の抑制を進めてまいりました。 

「その他の事業」においては、提供する介護サービスの質の向上に努め、サービス利用

者数の増加を図ってまいりました。このように当社グループの2018年３月期第３四半期連

結累計期間における業績は順調に拡大傾向にて推移いたしました。 

これらにより、当社グループの2018年３月期第３四半期連結累計期間の売上高は43,687

百万円、営業利益は1,403百万円、経常利益は1,412百万円、親会社株主に帰属する四半期

純利益は901百万円となりました。 

なお、2017年３月期第３四半期連結累計期間については四半期連結財務表を作成してい

ないため、前年同期との比較は記載しておりません。 

当期の業績見通しにつきましては、第３四半期累計（2017年12月末時点における累計値）

までは実績値を、第４四半期は予測値を用いて策定しております。結果として、当社グル

ープの2018年３月期の売上高は58,923百万円（前期比10.1％増）、営業利益は1,669百万円

（前期比94.0％増）、経常利益は1,667百万円（前期比100.1％増）、親会社株主に帰属する

当期純利益は1,061百万円（前期比116.2％増）と増収増益を見込んでおります。 
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２．業績予想の前提条件 

（１）売上高 

当社グループでは、それぞれの事業において、既存取引先及び新規取引先の情報を可

能な範囲で収集し、前期の実績等を踏まえて売上見込みを策定し、事業間の内部売上を

消去の上、連結売上高の見込みを算定しております。 

【連結】                              （単位：千円・％） 

 

決算期 

 

 

項目 

2018年3月期 

（予想） 

2018年3月期 

第３四半期累計期間 

（実績） 

2017年3月期 

（実績） 

 対 売 上

高 比 率 

対 前 期 

増 減 率 

 対 売 上

高 比 率 

 対売上

高比率 

製造系人材サービス 52,881,016 89.7 12.6 39,108,130 89.5 46,956,947 87.7 

事務系人材サービス 3,764,295 6.4 △12.3 2,868,172 6.6 4,293,871 8.0 

その他の事業 2,278,553 3.9 △0.2 1,711,049 3.9 2,282,380 4.3 

合計 58,923,866 100.0 10.1 43,687,352 100.0 53,533,200 100.0 

 

①製造系人材サービス 

製造系人材サービスの主たる事業は製造派遣事業及び製造請負事業であります。 

当事業の第３四半期連結累計期間においては、好調に推移した輸送機器メーカーや電

子部品メーカーなどの重要顧客への営業活動を展開したことにより、製造派遣では第３

四半期累計平均稼働人員は、前年同期より 14.1％増加し、取引規模は大幅に拡大いたし

ました。また、製造請負は安定した市場規模で推移いたしました。当社では、製造派遣

及び製造請負の提供サービスの質の向上に向け、無期雇用者である技能社員を第３四半

期末時点で前期末より 400 名以上増員し、就業意欲の向上を図ってまいりました。そし

て、技能社員やその他の就業者に対して技能習得をはじめとする教育機会の拡充を推進

し、この教育を受講した就業者を重要顧客へ積極的に配置し、シェアの拡大に努めてま

いりました。このように第３四半期連結累計期間における当事業は、市場の拡大に注力

した結果、売上高は前年同期を上回り、39,108 百万円となりました。 

第４四半期の見通しにつきましては、顧客の生産状況は引き続き好調に推移すると想

定しております。製造派遣の売上高は、第３四半期実績平均単価、または既に単価改定

を承諾いただいている場合は、その単価により算出した一人あたりの売上見込み額と顧

客ヒアリング、顧客の業界動向、稼働日数の変動、過去実績などをもとに見積もった見

込み稼働延べ人数を乗じた金額となっており、第４四半期の平均稼働人数は第３四半期

より4.7％の増加を見込んでおります。製造請負事業の売上高は、当社が製造を請負っ

ている顧客製品の生産量に応じて売上が発生いたしますので、第３四半期実績をベース

に顧客ヒアリング、顧客の業界動向、稼働日数の変動、過去実績などをもとに予想した

生産量に個あたりの単価を乗じた金額となっており、第4四半期は単価や生産状況は第

3四半期と同様で推移することを見込み売上高を算出しております。 

以上の結果、製造系人材サービス事業の 2018 年３月期の売上高は 52,881 百万円（前

期比 12.6％増）と見込んでおります。 

 

②事務系人材サービス 

事務系人材サービスの主たるサービスは事務系人材派遣事業であります。 

当事業の第３四半期連結累計期間においては、求人倍率が１倍を超え、さまざまな業

界で人材不足という状況を背景とした多くの需要が発生いたしました。しかし、この雇
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用環境の改善が進む中で就業者の確保が計画どおりに進まず、派遣稼働人員数が前年同

期に対し 13.7％の減少となったことなどにより、第３四半期連結累計期間における売

上高は 2,868 百万円となり、前年同期を下回りました。 

第４四半期の見通しにつきましては、売上高は、第３四半期実績をベースに算出した

一人あたりの売上見込み額と顧客ヒアリング、過去の実績、稼働日数の変動などをもと

に見積もった見込み稼働延べ人数を乗じた金額となっており、第４四半期も、第３四半

期の稼働人員数がほぼ変わらず推移すると想定して売上高の見込み金額を算出してお

ります。以上の結果、事務系人材サービス事業の 2018 年３月期の売上高は 3,764 百万

円（前期比 12.3％減）と見込んでおります。 

 

③その他の事業 

その他の事業は、施設介護サービス事業、在宅介護サービス事業であります。 

当事業の第３四半期連結累計期間においては、就業者への教育機会を充実させること

で入居者や利用者へ提供するサービスの質を高めていく取り組みを展開してまいりま

した。そして、このサービスの質を高めることにより、有料老人ホーム（すいとぴー）

の入居者や在宅介護サービス利用者数を増やし、売上高の増加を図ってまいりました。

これらの結果、有料老人ホームは高い入居率を維持し、また在宅介護サービスの利用者

数は期初より安定した人数で推移いたしましたが、延べ利用者数は前年同期に対して若

干の減となり、第３四半期連結累計期間における当事業の売上高は1,711百万円となり、

前年同期を下回りました。 

第４四半期の見通しにつきましては、施設介護サービスの売上高は、施設ごとに現在

の入居者の平均利用料金に入居者見込み数を乗じて売上高を算定しており、平均利用料

金や入居率は第３四半期の状況が継続するものと想定し算出しております。在宅介護サ

ービス事業の売上高は、介護保険法で定められた介護報酬に基づき、サービス利用見込

み者数と現在の平均利用単価を乗じて算定しており、第 4 四半期では、現在の利用状況

に、介護度が上がり在宅介護から施設入所へ移行するに伴い、在宅介護サービスの終了

となる利用者を若干数見込み、売上高を算出しております。以上の結果、その他の事業

の 2018 年３月期の売上高は 2,278 百万円（前期比 0.2％減）と見込んでおります。 

 

以上の結果、2018年３月期の当社グループの売上高は58,923百万円（前期比10.1％増）

と見込んでおります。 

 

（２）売上原価、売上総利益 

      売上原価は、主要な費目として人件費及び就業者向けの住宅費用があります。 

第３四半期連結累計期間につきましては、売上の増加に伴う人件費及び就業者向けの

住宅費用などが増加したため、前年同期より増加し、35,912百万円となりました。また、

これらにより売上総利益は、7,774百万円となり、前年同期に対し増加となりました。 

第４四半期の見通しにつきましては、第３四半期までの実績をベースに、人件費は既

存の就業者に今後増加する人員見込み数や単価動向などを考慮した金額を算出し、就業

者向け住宅費用は、現状の実績値に今後の需要動向により増加する費用を加えた金額を

算出しております。この結果、2018年３月期の売上原価は48,614百万円（前期比9.1％

増）と見込んでおります。 

以上の結果、2018年３月期の当社グループの売上総利益は、10,309百万円（前期比

15.1％増）と見込んでおります。 
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（３）販売費及び一般管理費、営業利益 

販管費及び一般管理費は、主要な費目としては人件費及び社員募集費があります。 

第３四半期連結累計期間における人件費は定期採用や中途採用による人員数の増加

や昇給などにより前年同期に対し増加となりました。また社員募集費が、売上の拡大に

伴う就業者の採用費用が増加しております。一方、その他の費用につきましては業務の

効率化による活動費の縮小や購入する物品やサービスの見直しを行うなど費用の抑制

に努めてまいりました。これらにより第３四半期連結累計期間の販管費及び一般管理費

は、前年同期に対し増加となり6,371百万円となり、営業利益は1,403百万円と前年同期

に対し、増加となりました。 

第４四半期の見通しにつきましては、人件費は既存の人員数に加え、事業拡大に伴う

人員の増加などを反映し算定しております。社員募集費は、必要となる人員数に現状の

採用市場動向を加味した一人当たりの採用単価を乗じた金額を算定しております。その

他の費用につきましては、第３四半期までの実績に基づき算出した費用に、株式上場に

伴う支払手数料など個別に発生する費用を加算し算出しております。この結果、2018年

３月期の販管費及び一般管理費は8,640百万円（前期比6.7％増）と見込んでおります。 

以上の結果、2018年３月期の当社グループの営業利益は、1,669百万円（前期比94.0％

増）と見込んでおります。 

 

（４）営業外収支、経常利益 

営業外収益及び費用につきましては、前期実績をもとに個別に発生する収益及び費用

を積み上げ算定しております。営業外収益は主に受取家賃及び助成金収入であり、第３

四半期連結累計期間においては、125百万円となりました。一方、営業外費用は主に支

払利息及び賃貸費用であり、第３四半期連結累計期間においては、116百万円となりま

した。これらにより第３四半期連結累計期間の経常利益は、1,412百万円となりました。 

第４四半期の見通しにつきましては、第３四半期までの実績に基づき、算出した結果、

2018年３月期の営業外収益は 131百万円（前期比 13.3％減）、営業外費用は 133百万円

（前期比 25.5％減）と見込んでおります。 

以上の結果、2018年３月期の当社グループの経常利益は、1,667百万円（前期比100.1％

増）と見込んでおります。 

 

（５）特別損益、親会社株主に帰属する当期純利益 

2018年３月期においては、特別利益及び特別損失は見込んでおりません。法人税、住

民税及び事業税については当社グループの各社別の課税所得に対し実効税率を基礎と

して算定しております。 

 

以上の結果、2018年３月期の当社グループの税引前当期純利益は、1,667百万円（前

期比100.1％増）となり、法人税などを差し引き、親会社株主に帰属する当期純利益は

1,061百万円（前期比116.2％増）と見込んでおります。 

 

 

【業績予想に関する留意事項】 

   本資料に記載されている当社グループの業績予想は、当社グループが本資料の作成時点に

おいて入手可能な情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績

等は様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。 

 

以上 



 
平成30年３月期  第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

        平成30年３月16日

上場会社名 日総工産株式会社 上場取引所  東 

コード番号 6569 ＵＲＬ  http://www.nisso.co.jp 

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）清水  竜一 

問合せ先責任者 （役職名） 取締役管理本部長兼総務・人事部長 （氏名）松尾  伸一 ＴＥＬ  045-514-4323 

四半期報告書提出予定日 － 配当支払開始予定日 － 

四半期決算補足説明資料作成の有無：無  

四半期決算説明会開催の有無      ：無  
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１．平成30年３月期第３四半期の連結業績（平成29年４月１日～平成29年12月31日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期第３四半期 43,687 － 1,403 － 1,412 － 901 － 

29年３月期第３四半期 － － － － － － － － 
 
（注）包括利益 30年３月期第３四半期 912 百万円 （  －％）   29年３月期第３四半期 － 百万円 （  －％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

30年３月期第３四半期 135.92 － 

29年３月期第３四半期 － － 

（注）１．平成29年３月期第３四半期においては、四半期連結財務諸表を作成していないため、平成29年３月期第３四半

期の数値及び対前年同四半期増減率については記載しておりません。 

   ２．当社は、平成29年10月16日付で普通株式１株につき10株の株式分割及び平成30年２月１日付で普通株式１株に

つき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株

当たり四半期純利益」を算定しております。 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

30年３月期第３四半期 18,062 5,366 29.7 

29年３月期 17,410 4,601 26.4 
 
（参考）自己資本 30年３月期第３四半期 5,366 百万円   29年３月期 4,601 百万円 

 
２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

29年３月期 － 0.00 － 445.00 445.00 

30年３月期 － 0.00 －    

30年３月期（予想）       － － 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

※平成30年３月期の期末配当予想は未定であります。 
 
３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 58,923 10.1 1,669 94.0 1,667 100.1 1,061 116.2 160.15 

（注）１．直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

   ２．当社は、平成29年10月16日付で普通株式１株につき10株の株式分割及び平成30年２月１日付で普通株式１株に

つき２株の株式分割を行っております。平成30年３月期の連結業績予想における１株当たり当期純利益につい

ては、当該株式分割の影響を考慮して算定しております。 
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※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規      －社  （社名）  －                    、除外      －社  （社名）  － 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年３月期３Ｑ 6,630,000 株 29年３月期 6,630,000 株 

②  期末自己株式数 30年３月期３Ｑ － 株 29年３月期 － 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 30年３月期３Ｑ 6,630,000 株 29年３月期３Ｑ － 株 

   （注）１．平成29年３月期第３四半期においては、四半期連結財務諸表を作成していないため、期中平均株式数を
記載しておりません。 

      ２．当社は、平成29年10月16日付で普通株式１株につき10株の株式分割及び平成30年２月１日付で普通株式
１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定
して、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」、「期中平均株式数」を算定しております。 

 

※  四半期決算短信は四半期レビューの対象外です 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測

に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府と日銀による景気対策を背景に、企業の生産活動や設

備投資は引き続き改善の動きが見られるなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。海外経済は、政治情勢や経

済の動向、また地政学的リスクが懸念されるなど、依然として先行きが不透明な状況にあります。一方、雇用情勢

は、一段と改善が進み平成29年11月の全国の有効求人倍率は1.56倍と高い水準となり、引き続き人材不足という状

態が続いております。

 このような環境の中、当社では生産が好調に推移した輸送機器メーカーや電子部品メーカーなどの重要顧客を中

心とした営業活動を進めてまいりました。また、自社採用サイトの活用や入社キャンペーンなどの採用施策を展開

し、採用強化を進めるとともに定着率の向上を図り、稼働人数の増加を目指してまいりました。

 その他の事業においては、高齢化率の上昇により、介護サービスの需要は引き続き増加傾向で推移しておりま

す。当社グループでは、利用者へ提供するサービスの質の向上を図り、サービス利用者数の拡大を図ってまいりま

した。

 以上の結果、売上高は43,687百万円、営業利益は1,403百万円、経常利益は1,412百万円、親会社株主に帰属する

四半期純利益は901百万円となりました。

 

①総合人材サービス事業

 生産の状況が好調に推移した輸送機器メーカーや電子部品メーカーなどの重要顧客への継続した営業活動を展開

し、シェアの拡大と契約単価の改善を図ってまいりました。また、顧客への提供サービスの質を高めるため、無期

雇用者である技能社員を増やし、就業意欲を高め、技能習得をはじめとした教育機会を拡充させてまいりました。

 これらの結果、当第３四半期連結累計期間における当事業の売上高は41,976百万円、売上総利益は7,601百万円

となりました。

②その他の事業 

 その他の事業では、利用者に品質の高いサービスを提供するため、就業者の教育体制の充実を図るとともに営業

活動を強化し、有料老人ホーム（すいとぴー）の入居者および在宅介護サービス利用者の増加を目指してまいりま

した。

 これらの結果、当第３四半期連結累計期間における当事業の売上高は1,711百万円、売上総利益は173百万円とな

りました。

 

（２）財政状態に関する説明

（資産）

 当第３四半期連結会計期間末における流動資産は11,355百万円となり、前連結会計年度末に比べ892百万円増加

いたしました。これは主に現金及び預金が548百万円、受取手形及び売掛金が243百万円増加したことによるもので

あります。

 当第３四半期連結会計期間末における固定資産は6,706百万円となり、前連結会計年度末に比べ240百万円減少い

たしました。これは主に投資その他の資産のその他が262百万円減少したことによるものであります。 

 この結果、総資産は18,062百万円となり、前連結会計年度末に比べ651百万円増加いたしました。 

 

（負債） 

 当第３四半期連結会計期間末における流動負債は9,108百万円となり、前連結会計年度末に比べ73百万円増加い

たしました。これは主に未払費用が493百万円、未払法人税等が358百万円増加した一方、短期借入金が950百万円

減少したことによるものであります。

 当第３四半期連結会計期間末における固定負債は3,587百万円となり、前連結会計年度末に比べ186百万円減少い

たしました。これは主に長期借入金が248百万円減少したことによるものであります。 

 

（純資産） 

 当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は5,366百万円となり、前連結会計年度末に比べ764百万円増加

いたしました。これは主に利益剰余金が親会社株主に帰属する四半期純利益901百万円の計上と剰余金の配当147百

万円の支払により、753百万円増加したことによるものであります。

 この結果、自己資本比率は29.7％（前連結会計年度末は26.4％）となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 本日開示いたしました「東京証券取引所市場第一部への上場に伴う当社決算情報等のお知らせ」をご参照くださ

い。なお、当該業績予想値につきましては、現在入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績等は

様々な要因により異なる可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（平成29年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成29年12月31日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,369,520 3,917,634

受取手形及び売掛金 6,212,429 6,455,649 

その他 888,441 989,154 

貸倒引当金 △6,827 △6,662 

流動資産合計 10,463,563 11,355,774 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,186,594 2,127,958 

土地 2,776,300 2,776,300 

その他（純額） 100,365 100,801 

有形固定資産合計 5,063,260 5,005,061 

無形固定資産 318,239 398,259 

投資その他の資産    

その他 1,568,329 1,306,264 

貸倒引当金 △3,115 △3,104 

投資その他の資産合計 1,565,213 1,303,159 

固定資産合計 6,946,712 6,706,479 

資産合計 17,410,276 18,062,254 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 2,600,000 1,650,000

1年内返済予定の長期借入金 771,572 796,056 

未払費用 3,508,670 4,002,151 

未払法人税等 46,146 404,770 

賞与引当金 396,543 260,147 

その他 1,711,975 1,995,337 

流動負債合計 9,034,908 9,108,464 

固定負債    

長期借入金 3,347,332 3,098,818

退職給付に係る負債 13,767 32,497 

その他 412,513 455,781 

固定負債合計 3,773,613 3,587,097 

負債合計 12,808,522 12,695,561 

純資産の部    

株主資本    

資本金 50,000 50,000 

資本剰余金 400,950 400,950 

利益剰余金 3,941,339 4,694,967 

株主資本合計 4,392,289 5,145,917 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 185,816 198,220 

為替換算調整勘定 1,322 1,480 

退職給付に係る調整累計額 22,326 21,074 

その他の包括利益累計額合計 209,465 220,775 

純資産合計 4,601,754 5,366,693 

負債純資産合計 17,410,276 18,062,254
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

  （単位：千円） 

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年12月31日） 

売上高 43,687,352 

売上原価 35,912,596 

売上総利益 7,774,756 

販売費及び一般管理費 6,371,055 

営業利益 1,403,700 

営業外収益  

受取利息 868 

受取配当金 13,354 

持分法による投資利益 5,172 

助成金収入 42,985 

受取家賃 44,897 

その他 17,788 

営業外収益合計 125,065 

営業外費用  

支払利息 64,714 

賃貸費用 27,488 

その他 23,922 

営業外費用合計 116,126 

経常利益 1,412,639 

税金等調整前四半期純利益 1,412,639 

法人税、住民税及び事業税 274,507 

法人税等調整額 236,986 

法人税等合計 511,494 

四半期純利益 901,145 

非支配株主に帰属する四半期純利益 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 901,145
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

  （単位：千円） 

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年12月31日） 

四半期純利益 901,145 

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 12,403 

退職給付に係る調整額 △1,251 

持分法適用会社に対する持分相当額 158 

その他の包括利益合計 11,310 

四半期包括利益 912,455 

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 912,455

非支配株主に係る四半期包括利益 －
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報）

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

 当社グループは、全セグメントに占める「総合人材サービス事業」の割合が高く、開示情報としての重要性が乏

しいため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

（重要な後発事象）

（株式分割） 

 当社は平成30年１月15日開催の取締役会決議により、平成30年２月１日付をもって株式分割を行っております。 

 

１．株式分割の目的 

 当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、株式の流動性を高めることを目的として株式分割を実施いた

しました。 

 

２．株式分割の概要 

（１）分割の割合及び時期 

 平成30年１月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株

式１株につき２株の割合をもって分割いたしました。 

（２）分割により増加した株式数 

株式分割前の発行済株式総数       3,315,000株 

今回の分割により増加した株式数     3,315,000株 

株式分割後の発行済株式総数       6,630,000株 

株式分割後の発行可能株式総数     25,600,000株 

（３）分割の日程 

基準日公告日   平成30年１月16日 

基準日      平成30年１月31日 

効力発生日    平成30年２月１日 

（４）１株当たり情報に及ぼす影響 

 「１株当たり情報」は、当該株式分割が期首に行われたものと仮定して算出しており、これによる影響

については、当該箇所に反映されております。 

（５）新株予約権の権利行使価額の調整 

 今回の株式分割に伴い、平成30年２月１日より新株予約権の１株当たりの行使価額を以下の通り調整い 

たしました。 

  調整前行使価額 調整後行使価額

第５回新株予約権 420円 210円
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